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「多文化交流科目」の開発経緯と意義および課題

青木麻衣子 ・ 小河原義朗

1 . はじめに 一 本稿の目的
「多文化交流科目Jは、 北海道大学で、2013年度より提供を開始した、

留学生と日本人学生とがともに、 原則として日本語で学ぶ、 問題解決型 ・

プロジェクト型の授業群である。当初は、 留学生対象の学部プログラムの

創設にあたり、 日本語力をほぼ持たない学生が、 3 年次から受講する文系

四学部の授業が日本語で無理なく受けられるように、 それまでの日本語科

目と学部専門科目とをつなぐ役割をもった科目群として、2011年度に国際

本部留学生センタ ー 内ワ ー キング ・ グル ー プにて、その必要性が主張され、

開発が開始された。しかしその後、 グロー バル人材育成推進事業への申請

および採択による 「新渡戸カレッジ�｝の創設に伴い、約200人の（主に日本

人）カレッジ生を対象に、 その修了要件科目としての開講が求められたた

め、 全学教育科目 「一般教育演習（フレッシュマン ・ セミナ ー）」の枠内

での提供に向けて、 その準備を進めてきた。

この特集では、 多文化交流科目の開発の経緯とその意義および課題を整

理し提示する。また続く各章では、 留学生センタ ー 教員が担当する各授業

について、 その内容を紹介する。多文化交流科目のように、 留学生と日本

人学生の 「学び
、

合い」を副次的目標とする授業は、 これまで日本語教育、

留学生教育の分野では、比較的当たり前に行われてきたえしかし、それら

は教員個人による実践がほとんどで、 組織的・制度的に進められてきた取

り組みは、 東北大学、 立命館大学などいくつかの大学を除き、 われわれの

知る限り存在しない。またこれらの大学では、 留学生と日本人学生との共

修 ・ 交流に重きを置くため、 本学でいう、 主に英語を媒介語とする国際交

流科目とあわせ包括的に扱う傾向にあり、 あくまでも日本語で行う本学の

多文化交流科目の推進とは、 若干性格を異にするものと整理できる3
0 本

学における、 この新たな取り組みの紹介が、 まだ粗削りで今後修正を図る

べき点は多々存在するとはいえ、 同じ関心を持つ方々との対話のきっかけ

となり、 交流や共同の糸口となることを期待したい。
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2. 多文化交流科目の定義とその制度設計

多文化交流科目は、はじめに言及したように、留学生と日本人学生とが

ともに、原則として日本語で学ぶ、問題解決型・プロジェクト型の授業群

である。日本人学生は、全学教育科目「一般教育演習（フレッシュマンセ

ミナー）Jに位置づけられる「多文化交流科目」を履修するのに対し、留学

生は、一部の交換留学生をのぞき、「一般日本語」の超上級に位置付けられ

る r多文化交流科目」を履修する。留学生にとって、多文化交流科目は日

本語科目の位置づけにはないが、授業内で日本語母詩話者と協働する上で

は一定程度の日本語力が求められるため、事前のプレースメントテストの

受験によりその判定を行っている。なお、日本語・日本文化研修コース（日

研コース）に在籍する交換留学生に対しては、これまでの授業提供の経緯

から、「一般日本語」のほか「専門科目Jの枠内でも多文化交流科目の提供

を行っている4 （図l参照）。
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留学生（大学練生・研究生‘
交換留学生（臼研生•HUSTEP）・特別聴講生等）

一般日本語「多文化交流科目j

留学生（BliJf主主）

日研コース「専門科目j

図1 多文化交流科目の制度設計（科目乗り入れの状況， 2014年度現在）

はじめに言及したように、多文化交流科目の開発当初は、留学生の受講

者は、主として4年間の学部留学プログラムである現代日本学プログラム

の学生を想定していた。そのため、現在、留学生の多様なニ｝ズに合致す

るよう見直しを図っているものの、当初は、図2に示したように、多文化

交流科目の履修により育成を期待するスキルを三段階で示し、各枠組みに

該当する科目の提供が必要だと考えていた。

初年度にあたる昨年度（2013年度）は、新規科目群としての開講だ、った

こともあり、国際本部留学生センターの教員のみで授業を担当した（表1

参照）。続く今年度（2014年度）は、多文化交流科目の趣旨に賛同してく

れた他部局教員にも協力を求め、授業数の拡大を図ってきた（表2参照）。

また、初年度1学期は、開講科目数の都合上、日本人学生は新渡戸カレッ

ジ生のみに受講を認めていたが、カレッジ入校者の決定時期等の影響から
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rことばをつかうJ 「ともに考えるJ Fともに実践するJ

｛平成25年夜間務予定科国｝］

• fことI；！＇.と社会J（鶴岡後納）
包rs本総のバリエーション』

（聴者”後揚｝
・『アカデミックaプレゼンテーションJ

（前・後納｝
.r？リテイカル・シンキング』（後期）

図2 開発初期における多文化交流科目の概念図

想定よりも履修者数が少なく、ほぼ留学生対象の授業となってしまったた

め、 2学期は、新渡戸カレッジ教務委員会、全学教務課および新渡戸カレッ

ジオフィスと協議し、新渡戸カレッジ生優先ではあるものの、すべての学

生が履修可能な科目として提供することとした。その結果、 2013年度2学

期以後は、日本人学生および留学生ともに、年度・学期により差はあるも

のの、学期はじめには、ほぼすべてのクラスで定員を満たしている50 な

お、各授業の内容については、続く、授業担当者による報告を参照してほ

しい。

表1 2013年度開講科目一覧

[ 1学期］

講 義 題 日 名 担当者 開講日時

日本語のバリエーション※1 鄭 恵先 月4

ことばと社会※1 小河原義朗 火3

「国際交流」を実践する※ 2
青木麻衣子

火5
高橋 彩

アカデミック・プレゼンテーション※1 山田智久 木3

札幌を「フィールドワーク」する※3 青木麻衣子 木5

北海道再発見：博物館で北海道を知る※3 小林由子 金5
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[2学期］

講 義 題 目 名

日本語のバリエーション※ 1

クリテイカル・シンキング※ l

「国際交流」を考える※3

アカデミック・プレゼ、ンテーション※ 1

「異文化J を伝えるとはどのようなことか※3

ことばと社会※ 1

表2 2014年度開講科目一覧

[ 1学期］

講 義 題

日本語のバリエーション※ 1

目 名

北海道再発見・博物館で北海道を知る※3

ことばと社会※ l

「国際交流」を実践する※2

北海道大学を歩く・見る・考える2014-1※1

アカデミックプレゼンテーション※ 1

札幌を「フィールドワーク」する※3

実践日本語教育※ 1

キャリア形成と男女の生き方l※1

多様な性と恋愛と結婚1※1

[2学期｝

講 義 題 目 名

日本語のバリエーション※ l

ことばと社会※ 1

クリテイカル・シンキング※ 1

「閏際交流」を考える※3

北海道大学を歩く・見る・考える2014-2※l

アカデミックプレゼンテーション※ 1

6 

担当者 開講日時

鄭 恵先 月5

小林由子 火5

青木麻衣子 水5

山田智久 木3

中村重穂 木5

小河原義朗 金2

担当者 開講日時

鄭 恵先 月4

小林由子 月5

小河原義朗 火 3

青木麻衣子
火5

妙木 忍

妙木 忍、 木2

山田智久 木3

青木麻衣子 木5

山下好孝 金5

川畑智子※4 火5

川畑智子※4 木5

担当者 開講日時

鄭 恵先 月4

小河原義朗 火 3

小林由子 火5

青木麻衣子 水5

妙木 忍 木2

山田智久 木3



「文化 」を伝えるとはどのようなことか※3 中村重穂 木5

感染症、拠点作りとネットワーク形成のシュミ
小華和柾志※4 火4

レーション演習※ 1

キャリア形成と男女の生き方2※l 川畑智子※4 火5

多様な性と恋愛と結婚2※l 川畑智子※4 木5

※1…一般日本語「多文化交流科目（旧アカデミック日本語）J との乗り入れ開講

※2…日本人学生のみ対象の授業，留学生は国際本部主催の宿泊行事に参加

※3・・・日本語・日本文化研修コース「専門科目J との乗り入れ開講

※4 ...国際本部留学生センター所属以外の教員

3. 多文化交流科目の意義と課題

3 .1 意義

多文化交流科目の意義は、主として以下の三点があげられる。

( l) 留学生と日本人学生がともに学ぶ環境の「制度的J保障

「留学生30万人計岡」に代表される政府の戦略的留学生受け入れ政策に

より、近年、各大学における留学生の受け入れは加速化傾向にある。留学

生の受け入れに際しては、そのための環境整備の必要性が度々指摘されて

きたが、政策レベルではその内容は、宿舎や奨学金の整備、日本語教育の

充実等、未だ留学生に特化した領域に関心が注がれる傾向が強い。近年で

は、グローパル人材育成推進事業の実施等により、留学生を「資源J とし

て活用し、キャンパスおよび日本社会全体の「国際イ七」、活性化を図る必

要性が、経済界を中心に主張されてきてはいるものの、異なる他者との交

流・摩擦を想定した支援・教育の充実は、多くの大学において、いまだ各

教員個々の取り組みに任されている。

本学でもそうだが、日本を留学先として選ぶ学生は、少なからず日本人

および日本社会との交流を望んでいる。特に、近年その数を増やしつつあ

る交換留学生や特別聴講学生は、その傾向が強い。また、日本人学生も、

留学や国際交流に興味を持つ者を中心に、留学生との交流に意欲的である。

これらの学生はこれまで、サークル活動や地域のボランテイア団体等が主

宰する企画、イベント等をとおしてその実現を図ってきたが、 Gp A制度

の導入や授業時数の確保徹底を求める政策動向等により、留学生・日本人
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学生ともに、そのような活動に参加すること自体が難しくなっている。ま

た、それらの活動の多くが一度限りの企画、イベントであるため、何かを

ともに考え、実践することを通して、より深い、継続的な関係性を構築す

ることも困難である。そのため、授業内で、留学生・日本人学生の交流を

制度化するとともに、そのような関係の持続を保障する授業群の開発・提

供が必要とされる。

(2) 汎用的能力（ジ、エネリック・スキル）の育成

留学生・日本人学生の交流の制度化がもたらす最たる効果として、汎用

的能力（ジェネリック・スキル）のj函養があげられる。グローパル社会の

進展に伴い、大学には一層、柔軟に変化に対応できる人材の育成が求めら

れている。欧米諸国では、大学教育の目的は国によって異なるものの、い

ずれも90年代初頭から、 GraduateAttributesやEmployabilitySkillsと呼ば

れるジ、ェネリック・スキルの重要性が主張され、大学教育に積極的に取り

入れられてきた（久保田、 2013）。また、日本でも、 2008年中教審答申にて

「学士力J育成の必要性が主張され（中教審、 2008）、経済界で提唱される

吋士会人基礎力」とともに重視される傾向にある60

留学生・日本人学生が一同に会し一つの課題に取り組むことを主な手法

とする多文化交流科目では、受講者が互いの言語・文化・教育的背景等の

「ちがしりを資源に、異文化／白文化への気づきはもちろんのこと、異文

化への寛容さ、ちがいによる誤解を解消するための配慮や行動力、チーム

ワークカ等の酒養が求められる。また、母語が異なる人々を対象に適切か

っ効果的に物事を伝えるためには、（日本語力を含む）語学力、コミュニ

ケーション力、プレゼンテーション力等も必要とされる。ますます多様化

する社会において、異なる他者と効果的に働くために必要な資質能力を、

大学がその疑似空間を活用し育成していくことは、今後一層必要な役割と

なっていくと考えられる。

(3) 日本人学生の海外留学奨励・促進

本学には、主として短期交換留学プログラムで在籍する留学生

(Hokkaido University Short-Term Exchange Program: HUSTEP）と「英

語J で学ぶ科目群として、国際交流科目が提供されている。本学協定校等

への交換留学を含む、英語圏の大学への留学を志す日本人学生にとって、

。。



国際交流科目は格好の準備・練習の機会である。しかし、留学に興味はあ

るものの、英語に少なからず苦手意識があり、「英語で」授業を受けること

に抵抗を感じる学生も存在する。そのような学生にとって、国際交流科目

受講のハードルは高い。そのため、日本語で留学生と授業を受けることが

でき、かつ、ことばのみに頼らないコミュニケーションを学ぶ機会として、

多文化交流科目の活用は有効である。

京都大学で行われた調査では、それに回答を寄せた学生の三分のーが、

留学に興味があるものの、そのきっかけをつかめずにいると言う。また、

その後、留学を決めた学生にそのきっかけを提供したのは、外国や留学生

との「交流Jであることも指摘されている（河合・野口、 2009）。必ずしも

「留学」が「交流」のゴールではないが、留学生と日本人学生とがともに

「学び合う」環境を学内に整備することにより、少しでも「外Jに目を向

ける学生の増加につながればと考える。

3.2 課題

これまで約2年間、多文化交流科目の提供を行ってきたが、今後、さら

なる推進にあたっては、以下の課題を解決する必要があると考える。これ

らの課題はすでに先行する東北大学の事例でも指摘されているが（佐藤他、

2011）、制度的制約からすぐに解決できるものばかりではないことを先に

断っておく。

( 1) 留学生数の確保

本学は研究に重点を置く大学の一つであり、本学に在籍する留学生の圧

倒的多くが大学院生である。また、本学理系大学院では、英語プログラム

の運用により、研究・教育上は日本語力を必要としない留学生の受け入れ

も行っている。そのため、文系大学院に進学を希望する研究生と、研究上、

一定程度高度な日本語力を必要とする大学院生および学部交換留学生（特

別聴講学生含む）が、多文化交流科目の主な留学生受講者となるが、全体

数が少なく、特に現代日本学プログラムに在籍する学生が継続的に受講す

ることが見こまれる再来年度（2016年度）までは、留学生数の確保に課題

が残る。
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(2) 留学生の日本語レベルの問題

上記課題に関連し、留学生の日本語レベルの問題も存在する。日本人学

生との年齢差、教育歴を考えると、学部交換留学生は「協働」学習の相手

として最適である。留学生センターが主導する 1年間の交換留学プログラ

ムである日本語・日本文化研修コースは、本来、上級日本語学習者向けプ

ログラムである。しかし、受講者数の拡大に伴い、本学では、近年、中級

レベルの学生も広く受け入れている。

様々な背景を持った学生が混在するクラスは魅力的ではあるものの、留

学生・日本人学生双方の教育効果を考えると、日本語力によるレベル分け

の必要がある。そのため、留学生に対する多文化交流科目はそもそも超上

級日本語学習者向け科目として用意されているが、今後は、受講者数確保

の観点からも、中級日本語学習者向けクラスを用意する必要があると考え

る。

(3) 「共通の土台Jのなさ

留学生と日本人学生の在籍コースおよび学年のちがいは、多文化交流科

目を受講する目的やそれに必要とされる日本語力のちがいにあらわれると

ともに、両者に、互いが拠り所とする共通の土台（common ground）がな

いことも意味している。オーストラリア・メルボルン大学のArkoudisらの

研究によれば、留学生と圏内学生の交流が統かない主たる要因の一つに、

共通の話題や関心の欠如があげられるという（Arkoudiset al., 2010）。そ

れは、それぞれが育ってきた背景（年齢や教育・研究歴、社会経験等）の

ちがいに多分に起因すると向時に、現在置かれている生活環境にも影響を

受けるものである。そのため、授業内での交流に際しでも、専門性に基盤

を置く共通の土台の構築が求められる。

(4) 留学生の授業の単位化

留学生が多文化交流科目を受講するに際しては、原則として一定程度の

日本語力が必要とされるものの、基本的に（原籍大学が単位認定を行う交

換留学生以外には）単位を付与する授業ではないため、受講者に拘束力は

ない。そのため、大学院生や研究生のなかには、自身の研究が忙しくなっ

たり、大学院入試が近くなったりすると、授業を途中でやめてしまう学生

も少なからず存在する。
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多文化交流科目は、留学生と日本人学生が「ともに」学ぶことを原則と

する授業群であるため、チームやグループでの学習を中心とする。そのた

め、メンバーの数名が途中から来なくなってしまうと、他の学生のモチベー

ションを下げるのみならず、授業の成否にも影響を与える。そのため、今

後は、日本語科目全体の単位化の検討も必要かもしれない。

(5) 科目の多様性・日本人学生の取り込み

多文化交流科目は、初年度より留学生センター教員が主にその提供を

担ってきたことから、その内容は人文・社会科学の分野に集中している。

日本語力の制約を考えると、文系学部に所属する大学院生、研究生および

日本語・日本文化研修生に必然的に受講が限定される可能性が高いものの、

本学の留学生の多くは理系・医系学部に籍を置く。また、日本人学生も、

新渡戸カレッジ、生に限ってみても、約半数は理系・医系学部所属の学生で

ある。そのため、先に課題に掲げた、留学生数の安定的確保のためにも、

学生のニーズに対応した科目の選択肢を増やすことは必須である。

また、科目数の制約もあり、日本人学生についても、原則、一般学生に

も受講は認めているものの、新渡戸カレッジ生のみで定員が埋まる傾向が

続いている。広く学生に留学のきっかけを提供することを目的のーっとす

る授業が、すでに留学を予定する学生のみを対象に提供されていることは、

矛盾以外の何物でもない。提供科目数・内容の拡大が求められる。

以上のように、多文化交流科目の提供は、現在求められる大学の「国際

イ七」や教育方法の転換の流れに沿うものであり、留学生・日本人学生の双

方にとって意義のあるものだと考えられる。毎学期終了時に、今後の授業

開発・改善のために実施している多文化交流科目の授業アンケート（稿末

の「参考資料1・2」参照）では、学生からの反応は総じて好評であり、

このような形態の授業をもっと受講したいとの声も聞かれるにしかし、

先に掲げたように、その制度整備にはいまだ課題も多く、特に留学生数の

確保については、留学生受け入れプログラムの整備とも関連するため、す

ぐに解決が見込まれる事項ではない。

留学生センター多文化交流科目開発ワーキング・グループでは現在、国

際教務課、新渡戸カレッジオフィス、全学教務課との調整の下、日本語・

日本文化研修コースの規定改正等、既存プログラムの整備とともに、新た
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な授業形態の開発にも取り組んでいる。たとえば来年度（2015年度）は、

オンラインでの活動を柱に、日本人北大生と協定校の韓国人学生との組み

合わせによる多文化交流科目を提供する予定である。また、授業提供に協

力してくれる教員を確保するために、高等教育推進機構の協力の下、全学

教職員対象のFDを継続的に実施するとともに、来年度は、教職員のため

の多文化交流科目にかんする手引きの作成も検討している。これらの取り

組みが、上記に掲げた課題のすべてを一気に解決するものでは当然ないだ

ろうが、徐々に改善が図られ、留学生・日本人学生の双方にとって、意義

のある授業提供となることを願っている。

4. おわりに

多文化交流科目の推進は、留学生・日本人学生、そして教職員および大

学が、「無理なく国際化を進めるJ上で必要不可欠な道具である。それは、

学生にとっては、国際交流科目や留学、もしくは日本人・日本社会を知る

はじめの一歩であると同時に、大学にとっては（短期・超短期プログラム

の実施により）留学生数を増やす呼び水の役割を果たすと考えられる。

今後、留学生と日本人学生がともに双方のちがいに学び、多様性を強み

に変えられるキャンパスを創造する上で、多文化交流科目を全学に展開し

ていくことは不可欠であろう。また、「高等教育における学習成果の評価」

(AHELO）に代表されるOECD等国際機関の動きを見ても、それらの教

育実践、スキルの習得をどのように「評価」するかにも、本学としても一

定の答えを出していく必要があると考える。
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［参考1 同意書｝

善治投り挺紅白 語講遍のみなさんへ

官未ス単設、と官半差、の誌りj荒をめざした議室j言説に関する詰蓋管長への
I＇＇泊〈偽員

この揺す廷は、薪表向レツジの議lこ1干し話芸された「多・￥1t定説布石」の
』むごかくじゅぎょうしったか こくさい

成果を検証し、与後、各授業の質を高めていくために、国際本部留学生センターの

誼当該う貨が宥うものです。そのため、接ぎ暴ちギのみなさんの搭討議う苛ゃ議灘五等
かくじゅ吉ょうじ ていしゆっぶっ とう りよフ
（各授業時の提出物、レポート等）をデータとして利用させていただきます。その際、
きょうりよく じぜんせつめい どうい 旬

協力していただくみなさんには、事前に説明をし、同意を得た上で利用します。

しゅうしゅう せきにん かんり じゅぎょうたんとうきょういん
収集したデータはこちらで責任をもって管理し、授業担当教員だけがアクセスで

日んけんきゅう もくてきいがい いっさいしよう
きるようにします。データは本研究の目的以外には一切使用しません。データとその

券評品業は、務官芸．鞍話芸等で、のl議室う．鞍語、議笠．量話量挙での込ひ五のために往首
ほんけんきゅう きょうりよく どうい あと りゅう と きょうりよく と や

します。なお、本研究への協力に同意された後でも、理由を問わず、協力を取り止

めることができます。 tilユくを最り主める安吾には、誼道議う員までご撞揺ください。
しょうきょ

すぐにあなたのデ｝タを消去します。

もし、この詰蓋1誹き岩にご~，ぅヨくいただける暴落は、予主雨量道に峯之、（サイン）を
お崩いします。また、家新語に歯して、街か援措等あれば、以予の接き業誼当該う頁の
れんらくさき れんらく ねが
連絡先へご連絡ください。どうぞよろしくお願いします。

なお、この詰蚕i接き挺への強う百くは、接き嘉の哉議にはど員、髄品、ありません。

2014年4月21日

多安ィ段り高卒t自2014年通i年通｝長さ髪誼当議官
名論

両長選

主誌の笠し長を読み、芯量な読崩、を受けました。耕涜に1おう。元くすることに向3長します。

年月日

氏名（自筆） （挙藷事尋：

※なお、この両長選は、除草を接会長誼量動1保存し、通与l蔀を向背した量謡箸草丈にもお接しします。
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この授業は留学生と包本入学生がとちに学，Si形で進められてきましたa留学生とともに学ぶこと（留

学生は、日本人学生と学ぶこと〉を通じて、みなさんが感じたことを§由に怒いてください。〔倒

俗られ疋こと、 f1レかったこと等〕

2014年度後期

この度は調査にごi車力い正だきありがとうございます。このアンケー卜の目的は、多文化交流科目の
J霊祭を充実させるためのデータを集めることです。多文化交流科目は、留学生と日本人学生がとち！こ学

ぶ過程で異文化・多文化状況に！渇する知誠・理解力を深め、課閥解決力を震うことを目的としています．

この授業を隠修したみなさんが、菌学生と（留学生は日本人学生と〕日本人学生と半期一緒に学び、ど

のよう！こ母、じたかを正直に答えてください＠

なお、本調亙の結果は、学内外の報告・研究発表等にて個人が特定されない形で使用する協合がある

ことをご了志ください。

多文化交流科目？ンケート

－追加設問店璽修科目名

－各設問lこついて按当するものを1つ泣んで主主字に0を伯けてください。

原点は、「5 強くそう思う／ 4：ぞう思う／ 3：どちらとちいえない／ 2 ぞう照わない／

1：鞠〈子う思わなし＼ Iの順です何

1お互いを菅到な情報爽源として活用し、他者との活動のための協力的な関係を作 54321

ること力Tできた。

2他者との活動で自分の役割を見つけ、積極的に行動することができた。 54321 

3学生司土の請し合いを通じて、結；泌を!11き出すことができた。 54321 

4他者との活動の後、値別に悩報の補完を行い、巨分の理解をより深めることがで 54321
きた。

5協同で作業を進めることの慈務について蓄えることができだ。 54321 

6 自分の蕊見を伝えるとき、図いている人にわかりやすいように伝えることができ 54321

たe

7他蓄の怒見を悶き、問題点を指摘することができた． 54321 

8 相手が躍であっても反対怒見をしっかりと述べることができた。 54321 

9揃理的で説得力のある主張にするだめに他者の蕊見を悶き、利用することができ 54321

た。

10，相手に自分の怒見が正しく伝わっていないとさ、わかるまで丁寧に説明するこ 54321

とができ疋。

ii.他者の怒見をよく悶き、異なる文化、価日間、態度等を尊愛することができた。 54321 

12.他者との活到を通レて、自分の母語について包観的に蓄えること1J＇でき疋。 54321 
13.他者との活動を過して、自分の文化について客観的に蓄えることができた。 54321 

14. 2i認や文化、価値観の多綴性について蓄えることができた。 54321 

15.他者との活動を通レて、社会について蓄えること力tできたe 54321 

（翠亘lζ銀三〉

ト」
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注：

1 新渡戸カレッジについては、「新渡戸カレッジ」ウェブサイト

(http:/ I ni to be-college.academic.hokudai.ac.jp／）を参照のこと。

2 たとえば、論文検索エンジンCiNiiで、関連する研究を「留学生J 「日

本人学生」「授業」や r協働J「共修Jをキーワードに検索すると、日

本語教育の実践を中心に、約100件の該当論文等がヒットする。その

多くが、個々の教員の授業でビジターセッション等を活用し、留学生

と日本人学生の交流による教育効果を指摘するものである。 2000年代

からは、日本語教育においても言語教育観の変化に加え、大学の国際

化やグローパル人材育成の流れと相侯って、いわゆる語学教育として

の「日本語教育Jの枠を超えて、留学生と日本人学生が相互に学び合

う存在として協働の学びの場を構築しようとする実践が報告されるよ

うになり、大学教育全体への発信の動きが見られる（大島他、 2009な

ど）。

3 大学教育学会第35回大会ワークショップ2「異文化交流による学びの

実現ー『国際共修ゼミ』の可能性」当日配布資料（2013年6月l目、

於東北大学川内北キャンパス）。立命館大学2013年度第3回教学実践

フォーラム「留学生と日本人学生の『学び、合い』」当日配布資料（2013

年7月24日、於立命館大学衣笠キャンパス）。なお、日本語で授業を行

うことの意義については、北出慶子 r留学生と日本人学生の異文化問

コミュニケ｝ション能力育成を目指した協働学習授業の提案：異文化

問コミュニケーション能力理論と実践からJ 『言語文化教育研究』 9、

2010年、 pp.65-90. でも言及されている。

4 日本語・日本文化研修コースには、その教育課程内規によれば、選択

必修科目である日本語科目のほかに、選択科目に位置付けられる専門

科目が用意されている。具体的には、日本の歴史や社会、日本語の歴

史や語葉等の授業があげられる。

5 先に言及したように、留学生については、プレースメントテストの結

果により、自身の希望に基づき、留学生センター教員が、履修の配分

を行っている。一方、日本人学生については、新渡戸カレッジ生優先

という条件はあるものの、他の一般教育演習同様、人数が定員を超え

た科目については、全学教務課にて、抽選により履修者の決定を行っ

ている。後述するが、留学生にとって、多文化交流科目は、他の日本
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語科目と同様、交換留学生等一部の学生を除いては単位として認定さ

れない科目であることから、学期始めは履修しても、（日本語力等が

原悶で）授業についていけなかったり、（研究生の場合には）大学院入

試等が迫り忙しくなってきたりすると、学期途中で履修をやめるケー

スもある。

6 経済産業省ウェブサイト「社会人基礎力」

(http:/ /www.meti.go.jp/policy /kisoryoku/index.html) 

7 この授業アンケートは、多文化交流科目の開発・改善を目的に始めた

ものである。
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Journal of the International Student Center Hokkaido University No.18 (2014) 

Development and Implementation of 
Co圃learningin Multicultural Classrooms at 

Hokkaido University 

Maiko AOKI, Y oshiro OGA W ARA 

This special edition aims to introduce the process of development and 

implementation of the new initiative of Co-learning in Multicultural 

Classrooms (CMC) at Hokkaido University. The CMC consists of problem四

solving or project-based classes for students from diverse backgrounds and 

conducted in Japanese. It was started in 2013 with the establishment of 

Nitobe College under the Ministry of Education (MEXT) Project for 

Promotion of Global Human Resource Development. 

Co-learning between Japanese and international students are already 

quite popular in Japanese language classes and it was recognized that this 

type of learning is useful for both Japanese and international students to 

cultivate their generic skills such as communication skills and intercultural 

understanding through successive interactions. Furthermore, it is helpful 

especially for Japanese students who want to study abroad while at 

university but don't yet have enough confidence to take classes in English 

at university. Except for Hokkaido University, only a few universities, such 

as Tohoku University and Ritsumeikan University, ensure such co冊

learning settings on a system-wide level. 

In this edition, we present the background of the development of the 

classes, the significances and challenges, and then each lecturer introduces 

their practices of CMC. 
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